
住宅の長期計画の在り方
－現行の計画体系の見直しに向けて－

施策の効果等

【評価対象】
住宅建設五箇年計画

【評価の視点】
○計画の目標が達成されているか。 ○計画が果たしてきた役割は何か。
○計画の体系は近年の社会経済情勢の変化に照らして妥当か。
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【住宅建設戸数の推移】
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注 ）誘導居住水準：住宅ストックの質の向上を誘導する上での指針となる居住水準。
例：世帯人員3人の世帯では、都市居住型75㎡、一般型98㎡

最低居住水準：健康で文化的な住生活の基礎として必要不可欠な居住水準。例：世帯人員3人の世帯では39㎡
平均居住水準：平均的な世帯が確保することが望ましい居住水準。

例：世帯人員3人の世帯では69㎡【第３期及び第４期五計において設定】

【居住水準の推移】

【住宅のバリアフリー化の状況】

【密集市街地の現状と整備の見通し（全国）】
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・Ｈ１１年以降に、居住者の個別の事情に応じたバ
リアフリーリフォームがなされた住宅のＨ１５年に
おける全住宅ストックに占める割合
6.4％（推計値）
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【目標達成状況】

国土交通大臣が作成

地方住宅建設五箇年計画
１０の地方ごとに作成

計画事項は住宅建設五箇年計画と同じ

都道府県が作成

住宅建設五箇年計画
５箇年間における住宅の建設の目標
（公的資金住宅の建設の事業量を明示）

閣 議 決 定

通 知

都道府県住宅建設五箇年計画
５箇年間における住宅の建設の目標
（公営住宅等の建設の事業量を明示）

国土交通大臣が都道府県公営
住宅整備事業量を作成・通知

市町村と協議

北海道、東北、関東、東海、北陸
近畿、中国、四国、九州、沖縄

○住宅を計画的に供給するため、住宅建設
計画法（昭和４１年制定）に基づき策定。民
間住宅の自力建設も含め、５年間における
住宅の建設の目標を定めるとともに、公的
資金による住宅の建設事業量を定める。

【果たしてきた役割】

国及び地方公共団体の連携のもと、適切な居住水準を有する公的資金住宅
の計画的かつ安定的な供給を通じ、住宅不足の解消等に大きく貢献。



●今後は人口・世帯数の減少が見込
まれており、右肩上がりの住宅需要
を前提とした従来の住宅政策の枠
組みは、抜本的な見直しが必要

●住宅が量的に充足する一方、住宅
ストックの質や住環境の質は依然と
して低い水準にある

・ 大規模地震がいつどこで発生しても

おかしくないなか、約４分の１の住宅
が耐震性不十分
・ 超高齢社会の到来を目前に控える

一方、バリアフリー化された住宅ス
トックは全体の約３％
・ 防災上危険な密集住宅市街地が全

国で約８０００ｈａ存在 等

●居住ニーズと住宅ストックのミスマッ
チ

・ ６５歳以上の単身及び夫婦の持ち家

世帯の５４％が１００㎡以上の広い
住宅に住む一方、４人以上世帯の２
９％が１００㎡未満の住宅に居住

●多様化する住宅困窮者に対応した
重層的かつ柔軟な住宅セーフティ
ネットの必要性

●地域の主体性の発揮に向けた改革
への対応、事業量確保に重点を置
いた長期計画の見直しの必要性

住宅政策の本格的転換
～「ストック重視」「市場重視」～
●国民の多様な居住ニーズに的確に
対応できる健全な市場環境を整備す
るとともに、住宅単体の安全性や耐久
性といった質のみならず、居住環境を
含めた既存の住宅ストックの質を維
持・向上させ、良質な住宅ストックが将
来にわたって有効に活用されるよう誘
導していく。あわせて、多様化する住
宅困窮者へ対応するため住宅セーフ
ティネットの機能向上を図る。

住宅政策の基本法制とこれに基づく新
たな計画体系の構築
●住宅政策を近年の社会経済情勢の
変化に対応したものへと転換し、国民
一人ひとりが真に豊かさを実感できる
住生活を実現するためⅰ）国民・事業
者・行政が共有して目指すべき住宅政
策の基本理念を確立し、ⅱ）その実現
のための各主体の役割を明確化し、
ⅲ）基本理念に基づき、他の行政分野
との連携を緊密にしつつ、各種施策を
総合的かつ計画的に進めるための住
宅政策の新たな基本法制とこれに基
づく新たな計画体系を整備。

●新たな計画体系においては、従来
の住宅の建設戸数目標に替え、基本
理念の実現に向けた基本的な方針・
目標及び講ずべき基本的施策を位置
付けるとともに、施策の効果をわかり
やすく国民に示す新たな成果指標を設
ける。あわせて、住宅政策を機敏かつ
不断に見直すこと、国民に対する説明
責任を果たすことなどを目的として、計
画について政策評価を行う。

主な課題 今後の対応方針


